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社会福祉法人　しみんふくし滋賀

決　算　報　告　書

令和 ７ 年度

自　令和０７年　４月　１日

至　令和０８年　３月３１日



法人単位資金収支計算書　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - （第一号の一様式）

資金収支内訳表　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - （第一号の二様式）

社会福祉事業区分　資金収支内訳表　- - - - - - - - - - - - - - - （第一号の三様式）

公益事業区分　資金収支内訳表　- - - - - - - - - - - - - - - - - （第一号の三様式）

保育の家竹が丘拠点区分　資金収支計算表　- - - - - - - - - - - - （第一号の四様式）

法人本部拠点区分　資金収支計算書　- - - - - - - - - - - - - - - （第一号の四様式）

老人居宅介護等拠点区分　資金収支計算書　- - - - - - - - - - - - （第一号の四様式）

保育の家北野拠点区分　資金収支計算表　- - - - - - - - - - - - - （第一号の四様式）

コープもりのこ保育園拠点区分　資金収支計算書　- - - - - - - - - （第一号の四様式）

法人単位事業活動計算書　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - （第二号の一様式）

事業活動内訳表　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - （第二号の二様式）

社会福祉事業区分　事業活動内訳表　- - - - - - - - - - - - - - - （第二号の三様式）

公益事業区分　事業活動内訳表　- - - - - - - - - - - - - - - - - （第二号の三様式）

保育の家竹が丘拠点区分　事業活動計算書　- - - - - - - - - - - - （第二号の四様式）

法人本部拠点区分　事業活動計算書　- - - - - - - - - - - - - - - （第二号の四様式）

老人居宅介護等拠点区分　事業活動計算書　- - - - - - - - - - - - （第二号の四様式）

保育の家北野拠点区分　事業活動計算書　- - - - - - - - - - - - - （第二号の四様式）

コープもりのこ保育園拠点区分　事業活動計算書　- - - - - - - - - （第二号の四様式）

法人単位貸借対照表　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - （第三号の一様式）

貸借対照表内訳表　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - （第三号の二様式）

社会福祉事業区分　貸借対照表内訳表　- - - - - - - - - - - - - - （第三号の三様式）

公益事業区分　貸借対照表内訳表　- - - - - - - - - - - - - - - - （第三号の三様式）

保育の家竹が丘拠点区分　貸借対照表　- - - - - - - - - - - - - - （第三号の四様式）

法人本部拠点区分　貸借対照表　- - - - - - - - - - - - - - - - - （第三号の四様式）

老人居宅介護等拠点区分　貸借対照表　- - - - - - - - - - - - - - （第三号の四様式）

保育の家北野拠点区分　貸借対照表　- - - - - - - - - - - - - - - （第三号の四様式）

コープもりのこ保育園拠点区分　貸借対照表　- - - - - - - - - - - （第三号の四様式）

計算書類に対する注記(法人全体)　- - - - - - - - - - - - - - - - 別紙１

計算書類に対する注記(保育の家竹が丘拠点区分)　- - - - - - - - - 　別紙２

計算書類に対する注記(法人本部拠点区分)　- - - - - - - - - - - - 　別紙２

計算書類に対する注記(老人居宅介護等拠点区分)　- - - - - - - - - 　別紙２

社会福祉法人　しみんふくし滋賀
令和 7 年度会計　決算書

令和07年4月～令和08年3月



計算書類に対する注記(保育の家北野拠点区分)　- - - - - - - - - - 　別紙２

計算書類に対する注記(コープもりのこ保育園拠点区分)　- - - - - - 　別紙２

借入金明細書　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 　別紙３（①）

寄附金収益明細書　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 　別紙３（②）

補助金事業等収益明細書　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 　別紙３（③）

事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書　- - - - - - - - - - - - - 　別紙３（④）

基本金明細書　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑥）

国庫補助金等特別積立金明細書　- - - - - - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑦）

保育の家竹が丘拠点区分　基本財産及びその他の固定資産の明細書　- 　別紙３（⑧）

法人本部拠点区分　基本財産及びその他の固定資産の明細書　- - - - 　別紙３（⑧）

老人居宅介護等拠点区分　基本財産及びその他の固定資産の明細書　- 　別紙３（⑧）

保育の家北野拠点区分　基本財産及びその他の固定資産の明細書　- - 　別紙３（⑧）

保育の家竹が丘拠点区分　引当金明細書　- - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑨）

法人本部拠点区分　引当金明細書　- - - - - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑨）

老人居宅介護等拠点区分　引当金明細書　- - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑨）

保育の家北野拠点区分　引当金明細書　- - - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑨）

保育の家竹が丘拠点区分　資金収支明細書　- - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑩）

法人本部拠点区分　資金収支明細書　- - - - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑩）

老人居宅介護等拠点区分　資金収支明細書　- - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑩）

保育の家北野拠点区分　資金収支明細書　- - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑩）

コープもりのこ保育園拠点区分　資金収支明細書　- - - - - - - - - 　別紙３（⑩）

保育の家竹が丘拠点区分　事業活動明細書　- - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑪）

法人本部拠点区分　事業活動明細書　- - - - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑪）

老人居宅介護等拠点区分　事業活動明細書　- - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑪）

保育の家北野拠点区分　事業活動明細書　- - - - - - - - - - - - - 　別紙３（⑪）

コープもりのこ保育園拠点区分　事業活動明細書　- - - - - - - - - 　別紙３（⑪）

保育の家竹が丘拠点区分　積立金・積立資産明細書　- - - - - - - - 　別紙３（⑫）

財産目録　- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 　別紙４
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別紙１

1. 継続事業の前提に関する注記

該当なし

2. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

  ・満期保有目的の債券等－償却原価法(定額法)                     該当なし

  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法       該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

  ・建物 － 定額法

  ・構築物、機械装置、器具及び備品 － 定率法

  ・リース資産

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

  ・賞与引当金 － 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

3. 重要な会計方針の変更

該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度

該当なし

5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

 当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

(2) 事業区分別内訳表(第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

(5) 収益事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

      当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

(6) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

① 保育の家 竹が丘(社会福祉事業)

しみんふくし保育の家竹が丘

② 法人本部(社会福祉事業)

③ 老人居宅介護等(社会福祉事業)

北大津訪問介護事業所

大津訪問介護事業所

計算書類に対する注記(法人全体用)
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守山訪問介護事業所

野洲訪問介護事業所

近江八幡訪問介護事業所

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型老人共同生活援助

仰木台デイサービスセンター

柳川デイサービスセンター

野洲居宅介護支援事業所

近江八幡居宅介護支援事業所

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

④ コープもりのこ保育園(公益事業)

⑤ 保育の家 北野(社会福祉事業)

6. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

(単位：円)

7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

該当なし

8. 担保に供している資産

担保に供されている資産は、以下のとおりである。

滋賀銀行　八幡支店　定期預金 No.65271103                        10,000,000円

------------------------------------------------------------

計　　　                     　　　　　　　　　　　　　　　　10,000,000円

担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。

設備資金借入金（１年以内返済予定額含む）                         10,000,000円

------------------------------------------------------------

計　　　                     　　　　　　　　　　　　　　　　10,000,000円

9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 32,537,086 0 0 32,537,086

建物 139,421,712 0 13,939,983 125,481,729

定期預金 10,000,000 0 0 10,000,000

合計 181,958,798 0 13,939,983 168,018,815

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産

建物 262,044,755 136,563,026 125,481,729

小計 262,044,755 136,563,026 125,481,729
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10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

該当なし

12. 関連当事者との取引の内容

該当なし

13. 重要な偶発債務

該当なし

14. 重要な後発事象

該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

（１）積立金の未払計上

　 令和０７年度の保育所施設・設備整備積立金は、期末において未払計上としている。

①保育の家竹が丘　　3,013,500　円

その他の固定資産

建物 53,273,206 24,067,142 29,206,064

構築物 35,739,153 28,884,773 6,854,380

機械及び装置 8,089,363 7,556,360 533,003

車輌運搬具 4,954,000 3,231,999 1,722,001

器具及び備品 22,212,147 14,298,197 7,913,950

その他の固定資産 200,200 200,200

小計 124,468,069 78,038,471 46,429,598

合計 386,512,824 214,601,497 171,911,327

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

事業未収金 72,177,795 72,177,795

未収金 84,237,100 84,237,100

未収補助金 1,219,070 1,219,070

合計 157,633,965 157,633,965
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別紙２

1. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

  ・満期保有目的の債券等－償却原価法(定額法)                     該当なし

  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法       該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

  ・建物 － 定額法

  ・構築物、機械装置、器具及び備品 － 定率法

  ・リース資産

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

  ・賞与引当金 － 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

2. 重要な会計方針の変更

該当なし

3. 採用する退職給付制度

該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

(1) 保育の家 竹が丘計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))

① しみんふくし保育の家竹が丘

(3) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))

① しみんふくし保育の家竹が丘

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

(単位：円)

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

該当なし

計算書類に対する注記(保育の家 竹が丘拠点区分用)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 104,476,877 0 9,913,575 94,563,302

定期預金 10,000,000 0 0 10,000,000

合計 114,476,877 0 9,913,575 104,563,302
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7. 担保に供している資産

担保に供されている資産は、以下のとおりである。

滋賀銀行　八幡支店　定期預金 No.65271103                        10,000,000円

------------------------------------------------------------

計　　　                     　　　　　　　　　　　　　　　　10,000,000円

担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。

設備資金借入金（１年以内返済予定額含む）                         10,000,000円

------------------------------------------------------------

計　　　                     　　　　　　　　　　　　　　　　10,000,000円

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

該当なし

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産

建物 195,197,714 100,634,412 94,563,302

100,634,412 94,563,302小計 195,197,714

その他の固定資産

建物 2,598,400 828,753 1,769,647

構築物 32,709,166 27,118,945 5,590,221

機械及び装置 8,089,363 7,556,360 533,003

器具及び備品 7,603,104 6,843,777 759,327

有形リース資産 3,927,000 654,500 3,272,500

その他の固定資産 100,200 100,200

小計 55,027,233 43,002,335 12,024,898

合計 250,224,947 143,636,747 106,588,200

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

事業未収金 494,000 494,000

未収金 45,159,090 45,159,090

未収補助金 1,126,500 1,126,500

合計 46,779,590 46,779,590
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11. 重要な後発事象

該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

（１）積立金の未払計上

　 令和０７年度の保育所施設・設備整備積立金は、期末において未払計上としている。

①保育の家竹が丘　　3,013,500　円
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別紙２

1. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

  ・満期保有目的の債券等－償却原価法(定額法)                     該当なし

  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法       該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

  ・建物 － 定額法

  ・構築物、機械装置、器具及び備品 － 定率法

  ・リース資産

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

  ・賞与引当金 － 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

2. 重要な会計方針の変更

該当なし

3. 採用する退職給付制度

該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

(1) 法人本部計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))

(3) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))

5. 基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

該当なし

7. 担保に供している資産

該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

計算書類に対する注記(法人本部拠点区分用)
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(単位：円)

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

該当なし

11. 重要な後発事象

該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産

小計 0 0 0

その他の固定資産

建物 5,880,798 3,853,487 2,027,311

器具及び備品 792,951 364,525 428,426

その他の固定資産 100,000 0 100,000

小計 6,773,749 4,218,012 2,555,737

合計 6,773,749 4,218,012 2,555,737

合計 34,142,000 34,142,000

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

未収金 34,142,000 34,142,000
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別紙２

1. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

  ・満期保有目的の債券等－償却原価法(定額法)                     該当なし

  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法       該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

  ・建物 － 定額法

  ・構築物、機械装置、器具及び備品 － 定率法

  ・リース資産

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

  ・賞与引当金 － 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

2. 重要な会計方針の変更

該当なし

3. 採用する退職給付制度

該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

(1) 老人居宅介護等計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))

① 北大津訪問介護事業所

② 大津訪問介護事業所

③ 守山訪問介護事業所

④ 野洲訪問介護事業所

⑤ 近江八幡訪問介護事業所

⑥ 小規模多機能型居宅介護

⑦ 認知症対応型老人共同生活援助

⑧ 仰木台デイサービスセンター

⑨ 野洲居宅介護支援事業所

⑩ 近江八幡居宅介護支援事業所

⑪ 福祉用具貸与

⑫ 特定福祉用具販売

⑬ 柳川デイサービスセンター

計算書類に対する注記(老人居宅介護等拠点区分用)
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(3) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))

① 北大津訪問介護事業所

② 大津訪問介護事業所

③ 守山訪問介護事業所

④ 野洲訪問介護事業所

⑤ 近江八幡訪問介護事業所

⑥ 小規模多機能型居宅介護

⑦ 認知症対応型老人共同生活援助

⑧ 仰木台デイサービスセンター

⑨ 野洲居宅介護支援事業所

⑩ 近江八幡居宅介護支援事業所

⑪ 福祉用具貸与

⑫ 特定福祉用具販売

⑬ 柳川デイサービスセンター

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

(単位：円)

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

該当なし

7. 担保に供している資産

該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 32,537,086 0 0 32,537,086

建物 34,944,835 0 4,026,408 30,918,427

合計 67,481,921 0 4,026,408 63,455,513

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産

建物 66,847,041 35,928,614 30,918,427

小計 66,847,041 35,928,614 30,918,427

その他の固定資産

建物 20,011,008 14,907,924 5,103,084

構築物 1,957,894 1,510,918 446,976

車輌運搬具 4,954,000 3,231,999 1,722,001

器具及び備品 7,664,204 4,997,508 2,666,696

小計 34,587,106 24,648,349 9,938,757

合計 101,434,147 60,576,963 40,857,184
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9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

該当なし

11. 重要な後発事象

該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

事業未収金 71,060,041 71,060,041

合計 71,060,041 71,060,041
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別紙２

1. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

  ・満期保有目的の債券等－償却原価法(定額法)                     該当なし

  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法       該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

  ・建物 － 定額法

  ・構築物、機械装置、器具及び備品 － 定率法

  ・リース資産

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

  ・賞与引当金 － 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

2. 重要な会計方針の変更

該当なし

3. 採用する退職給付制度

該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

(1) 保育の家 北野計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))

(3) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))

5. 基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

該当なし

7. 担保に供している資産

該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

計算書類に対する注記(保育の家 北野拠点区分用)
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(単位：円)

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

該当なし

11. 重要な後発事象

該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産 0 0

小計 0 0 0

その他の固定資産

建物 24,783,000 4,476,978 20,306,022

構築物 1,072,093 254,910 817,183

器具及び備品 2,224,888 1,437,887 787,001

小計 28,079,981 6,169,775 21,910,206

合計 28,079,981 6,169,775 21,910,206

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

事業未収金 623,754 623,754

合計 5,652,334 5,652,334

未収金 4,936,010 4,936,010

未収補助金 92,570 92,570
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別紙２

1. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

  ・満期保有目的の債券等－償却原価法(定額法)                     該当なし

  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法       該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

  ・建物 － 定額法

  ・構築物、機械装置、器具及び備品 － 定率法

  ・リース資産

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

  ・賞与引当金 － 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

2. 重要な会計方針の変更

該当なし

3. 採用する退職給付制度

該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

(1) コープもりのこ保育園計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))

(3) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))

5. 基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

該当なし

7. 担保に供している資産

該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

計算書類に対する注記(コープもりのこ保育園拠点区分用)
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9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

該当なし

11. 重要な後発事象

該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし
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別紙３(①)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

（単位：円）

当期支出額 利息補助金収入 種類 地番または内容 帳簿価額

53,582,000

( 2,664,000)

7,012,000

( 996,000)

0

( )

0

( )

0

( )

60,594,000

( 3,660,000)

2,260,000

( 2,260,000)

1,525,000

( 1,525,000)

0

( )

0

( )

0

( )

3,785,000

( 3,785,000)

64,379,000

( 7,445,000)

（注）役員等からの長期借入金、短期借入金がある場合は、区分を新設するものとする。

支払利息
返済期限 使途

（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

借入金明細書

区
分

借入先 拠点区分
期首残高
①

当期借入金
②

当期償還額
③

担保資産
元金償還補助金

差引期末残高
④＝①＋②－③

（うち１年以内償還予定額）

利率
％

令和28年4月30日 建物取得

設
備
資
金
借
入
金

0 3,660,000

56,246,000

8,008,000

計 64,254,000

保育の家　竹が丘

0

滋賀中央信用金庫

滋賀銀行 1.10%→1.35％

2,664,000

996,000保育の家　北野

493,279

85,058

0578,337

0.90%

10,000,000

10,000,000

令和15年3月31日 建物整備、設備整備 証書定期預金

長
期
運
営
資
金
借
入
金

滋賀中央信用金庫 本部 5,068,000

計 9,773,000 0 5,988,000 0

2,808,000 0.80% 28,425 令和9年1月31日 運営資金

滋賀中央信用金庫 老人居宅介護等 4,705,000 3,180,000 運営資金0.90% 26,906 令和8年8月31日

055,331 0

計 0 0 0 0

10,000,000

0

74,027,000 0 9,648,000 0 633,668 0

0 0 0

合計

0

0

0

0

0

短
期
運
営
資
金
借
入
金
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別紙３(②)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

（単位：円）

老人居宅介護等

その他 1 28,000 28,000

その他 1 6,000 6,000

0

0

2 34,000 0 34,000 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

2 34,000 0 34,000 0 0

（注）１．寄附者の属性の内容は、法人の役職員、利用者本人、利用者の家族、取引業者、その他とする。

　　　２．「寄附金額」欄には、寄附物品を含めるものとする。「区分欄」には、経常経費寄附金収益の場合は「経常」、長期運営資金借入金

　　　　元金償還寄附金収益の場合は「運営」、施設整備等寄附金収益の場合は「施設」、設備資金借入金元金償還寄附金収益の場合は「償還」、

　　　　固定資産受贈額の場合は「固定」と、寄附金の種類がわかるように記入すること。

　　　３．「寄附金額」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と整合するものとする。また、「寄附金額の拠点区分ごとの内訳」の

　　　　「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と原則として一致するものとする。

区分小計

合計

区分小計

寄附金収益明細書
（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

区分小計

経
常

寄附金額の拠点区分ごとの内訳
寄附者の属性 区分 件数 寄附金額 うち基本金組入額

76/149

76/149



別紙３(③)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

（単位：円）

保育の家 竹が丘 保育の家 北野 老人居宅介護等

野洲市「運営補助金事業」 4,714,200 4,714,200 4,714,200

野洲市「低年齢児保育保育士等特別加配事業」 4,750,000 4,750,000 4,750,000

野洲市「延長保育事業」 2,360,000 2,360,000 1,760,000 600,000

野洲市「障害児保育事業」 1,217,500 1,217,500 1,217,500

野洲市「一時保育促進事業」 1,456,364 1,456,364 1,451,164 5,200

野洲市「病児保育事業」 4,496,000 4,496,000 4,496,000

野洲市「おむつ園処分費」 329,380 329,380 238,220 91,160

野洲市「食料品価格高騰対策支援」 2,279,136 2,279,136 1,971,768 307,368

野洲市「保育環境改善（熱中症対策）」 1,784,200 1,784,200 1,029,000 755,200

野洲市「地域子育て支援事業継続支援」 125,000 125,000 75,000 50,000

利用者延長保育 5,247,975 5,247,975 5,247,975 4,891,000 356,975

野洲市「保育士宿舎借上げ支援事業」 944,000 944,000 944,000

野洲市社協・野洲市共同募金「赤い羽根」 18,000 18,000 18,000

29,721,755 5,247,975 29,721,755 0 27,537,852 2,183,903 0

滋賀県「介護人材確保・職場環境改善」 2,155,677 2,155,677 2,155,677

近江八幡市「子ども食堂支援」 120,000 120,000 120,000

大津市介護福祉施設「物価高騰対策支援」 189,600 189,600 189,600

滋賀県「介護職員職場環境改善支援」 152,000 152,000 152,000　

2,617,277 0 2,617,277 0 0 0 2,617,277

滋賀県国保連「介護人材確保(人件費）」 586,356 586,356 586,356

大津市介護福祉施設「物価高騰対策支援」 108,600 108,600 108,600

0

694,956 0 694,956 0 0 0 694,956

33,033,988 5,247,975 33,033,988 0 27,537,852 2,183,903 3,312,233

（注）１．「区分」欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は「介護事業」、老人福祉事業の補助金事業収益の場合は「老人事業」、児童福祉事業の補助金事業収益の場合は「児童事業」、

　　　　　保育事業の補助金事業収益の場合は「保育事業」、障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は「障害事業」、生活保護事業の補助金事業収益の場合は「生活保護事業」、

　　　　　医療事業の補助金事業収益の場合は「医療事業」、○○事業の補助金事業収益の場合は「○○事業」、借入金利息補助金収益の場合は「利息」、施設整備等補助金収益の場合は「施設」、

　　　　　設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は「償還」と補助金の種類がわかるように記入すること。

　　　　　　なお、運用上の留意事項（課長通知）別添３「勘定科目説明」において「利用者からの収益も含む」と記載されている場合のみ、「補助金事業に係る利用者からの収益」欄を記入するものとする。

　　　２．「交付金額等合計」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と整合するものとする。

　　　　　また、「交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳」の「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

補助金事業等収益明細書
（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

交付団体及び交付の目的 区分 交付金額
うち国庫補助金等特
別積立金積立額

交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳

合計

交付金額等合計
補助金事業に係る
利用者からの収益

保
育
事
業

区分小計

介
護
事
業

区分小計

障
害
事
業

区分小計
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別紙３(④)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

１）事業区分間繰入金明細書

（単位：円）

繰入元 繰入先

コープもりのこ保育園 法人本部 運用収入 2,400,000

（注）繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

２）拠点区分間繰入金明細書

（単位：円）

繰入元 繰入先

保育の家　竹が丘 法人本部 前期末支払資金残高 12,858,000

老人居宅介護等 法人本部 介護保険収入 28,146,000

保育の家　北野 法人本部 前期末支払資金残高 3,596,000

（注）繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

保育所の運営に関する経費

介護事業所の運営に関する経費

保育所の運営に関する経費

事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

金額繰入金の財源（注） 使用目的等

保育所の運営に関する経費

拠点区分名
繰入金の財源（注） 金額 使用目的等

事業区分名
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別紙３(⑥)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

（単位：円）

保育の家 竹が丘

10,000,000 10,000,000 0 0

第一号基本金 10,000,000 10,000,000

第二号基本金 0

第三号基本金 0

当期組入額

0

0

計 0 0 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0 0 0

当期組入額

0

0

計 0 0 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0 0 0

当期組入額

0

0

計 0 0 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0 0 0

10,000,000 10,000,000 0 0

第一号基本金 10,000,000 10,000,000 0 0

第二号基本金 0 0 0 0

第三号基本金 0 0 0 0

（注）１．「区分並びに組入れ及び取崩しの事由」の欄に該当する事項がない場合は、記載を省略

　　　　する。

　　　２．①第一号基本金とは、本文11（１）に規定する基本金をいう。

　　　　　②第二号基本金とは、本文11（２）に規定する基本金をいう。

　　　　　③第三号基本金とは、本文11（３）に規定する基本金をいう。

　　　３．従前からの特例により第一号基本金・第二号基本金の内訳を示していない

　　　　法人では、合計額のみを記載するものとする。

第
一
号
基
本
金

第
二
号
基
本
金

第
三
号
基
本
金

当期末残高

前年度末残高

基本金明細書
（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

合計
各拠点区分ごとの内訳区分並びに組入れ及び

取崩しの事由
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国庫補助金等特別積立金明細書

（自）令和 7年 4月 1日（至）令和 8年 3月31日

△

社会福祉法人名 社会福祉法人　しみんふくし滋賀

保育の家　竹が丘 保育の家　北野

前 期 繰 越 額 95,159,218 86,888,923 8,270,295

建物 0 1,029,000 0 1,029,000 1,029,000 0

器具及び備品 0 755,200 0 755,200 0 755,200

その他の固定資産（有形固定資産）計 0 1,784,200 0 1,784,200 1,029,000 755,200

そ の 他 の 固 定 資 産 計 0 1,784,200 0 1,784,200 1,029,000 755,200

当 期 積 立 額 合 計 0 1,784,200 0 1,784,200 1,029,000 755,200

サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額 7,654,183 7,082,643 571,540

特別費用の控除項目として計上する取崩額 0 0 0

当 期 取 崩 額 合 計 7,654,183 7,082,643 571,540

当 期 末 残 高 89,289,235 80,835,280 8,453,955

（注）１．サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産の減価償却相当額等の取崩額を記入し、特別費用の控除項目として
　　　　　計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産が売却または廃棄された場合の取崩額を記入する（本文９参照）。
　　　２．国庫補助金等特別積立金取崩額が、就労支援事業の控除項目に含まれ、法人単位事業活動計算書に表示されない額がある場合には、取崩の事由に別掲して計上し、法人単位

－ 1 －

　　　　　貸借対照表と一致するように作成すること。　

（単位：円）

別紙３(⑦)

各 拠 点 区 分 の 内 訳

合　計
その他の団体
からの補助金

区 分 並 び に 積 立 て
及 び 取 崩 し の 事 由

国 庫 補 助 金 地方公共団体
補助金

補 助 金 の 種 類

当
期
取
崩
額

当
期
積
立
額
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基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自）令和 7年 4月 1日（至）令和 8年 3月31日

△

社会福祉法人名 社会福祉法人　しみんふくし滋賀

拠点区分 保育の家　竹が丘

基本財産（有形固定資産）

148,368,087195,197,71469,036,961100,634,41279,331,12694,563,302006,866,8229,913,5750086,197,948104,476,877　建物

148,368,087195,197,71469,036,961100,634,41279,331,12694,563,302006,866,8229,913,5750086,197,948104,476,877基本財産合計

その他の固定資産（有形固定資産）

1,758,0002,598,400569,196828,7531,188,8041,769,64700125,721184,8931,029,0001,540,000285,525414,540　建物

3,401,00032,709,1663,085,65027,118,945315,3505,590,2210090,100710,7170539,000405,4505,761,938　構築物

08,089,36307,556,3600533,003000533,0010001,066,004　機械及び装置

1,299,00011,530,1041,299,0007,498,27704,031,8270001,008,4270418,00004,622,254　器具及び備品

6,458,00054,927,0334,953,84643,002,3351,504,15411,924,69800215,8212,437,0381,029,0002,497,000690,97511,864,736その他の固定資産（有形固定資産）計

その他の固定資産（無形固定資産）

01,623,84001,497,3400126,50000066,000000192,500　ソフトウエア

01,623,84001,497,3400126,50000066,000000192,500その他の固定資産（無形固定資産）計

6,458,00056,550,8734,953,84644,499,6751,504,15412,051,19800215,8212,503,0381,029,0002,497,000690,97512,057,236その他の固定資産計

154,826,087251,748,58773,990,807145,134,08780,835,280106,614,500007,082,64312,416,6131,029,0002,497,00086,888,923116,534,113基本財産及びその他の固定資産計

00000将来入金予定の償還補助金の額

80,835,280106,614,500007,082,64312,416,6131,029,0002,497,00086,888,923116,534,113差　　　　　引

（注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
　　　  ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の
　　　  「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と
　　　  一致することが確認できる。

　　　2.「当期増加額」には、減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

－ 1 －

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(Ａ) 当期増加額(Ｂ) 当期減価償却額(Ｃ) 当期減少額(Ｄ)
(Ｅ=Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ)
期末帳簿価額

減価償却累計額(Ｆ) 期末取得原価(Ｇ=Ｅ+Ｆ)
摘要

（単位：円）

別紙３(⑧)

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額
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基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自）令和 7年 4月 1日（至）令和 8年 3月31日

△

社会福祉法人名 社会福祉法人　しみんふくし滋賀

拠点区分 法人本部

その他の固定資産（有形固定資産）

05,880,79803,853,48702,027,311000381,7340002,409,045　建物

0792,9510364,5250428,426000186,973000615,399　器具及び備品

06,673,74904,218,01202,455,737000568,7070003,024,444その他の固定資産（有形固定資産）計

その他の固定資産（無形固定資産）

02,707,56002,289,5600418,000000250,800000668,800　ソフトウエア

02,707,56002,289,5600418,000000250,800000668,800その他の固定資産（無形固定資産）計

09,381,30906,507,57202,873,737000819,5070003,693,244その他の固定資産計

09,381,30906,507,57202,873,737000819,5070003,693,244基本財産及びその他の固定資産計

00000将来入金予定の償還補助金の額

02,873,737000819,5070003,693,244差　　　　　引

（注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
　　　  ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の
　　　  「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と
　　　  一致することが確認できる。

　　　2.「当期増加額」には、減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

－ 1 －

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(Ａ) 当期増加額(Ｂ) 当期減価償却額(Ｃ) 当期減少額(Ｄ)
(Ｅ=Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ)
期末帳簿価額

減価償却累計額(Ｆ) 期末取得原価(Ｇ=Ｅ+Ｆ)
摘要

（単位：円）

別紙３(⑧)

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

82/149

82/149



基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自）令和 7年 4月 1日（至）令和 8年 3月31日

△

社会福祉法人名 社会福祉法人　しみんふくし滋賀

拠点区分 老人居宅介護等

基本財産（有形固定資産）

066,847,041035,928,614030,918,4270004,026,40800034,944,835　建物

032,537,08600032,537,086000000032,537,086　土地

099,384,127035,928,614063,455,5130004,026,40800067,481,921基本財産合計

その他の固定資産（有形固定資産）

020,011,008014,907,92405,103,084000921,4710006,024,555　建物

01,957,89401,510,9180446,976000146,021000592,997　構築物

04,954,00003,231,99901,722,001000504,0000002,226,001　車両及び運搬具

07,664,20404,997,50802,666,6960001,167,9560003,834,652　器具及び備品

034,587,106024,648,34909,938,7570002,739,44800012,678,205その他の固定資産（有形固定資産）計

その他の固定資産（無形固定資産）

0321,0900255,666065,42400029,21900094,643　鉱業権

014,881,880013,048,08801,833,792000985,5080126,50002,692,800　ソフトウエア

015,202,970013,303,75401,899,2160001,014,7270126,50002,787,443その他の固定資産（無形固定資産）計

049,790,076037,952,103011,837,9730003,754,1750126,500015,465,648その他の固定資産計

0149,174,203073,880,717075,293,4860007,780,5830126,500082,947,569基本財産及びその他の固定資産計

00000将来入金予定の償還補助金の額

075,293,4860007,780,5830126,500082,947,569差　　　　　引

（注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
　　　  ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の
　　　  「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と
　　　  一致することが確認できる。

　　　2.「当期増加額」には、減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

－ 1 －

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(Ａ) 当期増加額(Ｂ) 当期減価償却額(Ｃ) 当期減少額(Ｄ)
(Ｅ=Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ)
期末帳簿価額

減価償却累計額(Ｆ) 期末取得原価(Ｇ=Ｅ+Ｆ)
摘要

（単位：円）

別紙３(⑧)

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

83/149

83/149



基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自）令和 7年 4月 1日（至）令和 8年 3月31日

△

社会福祉法人名 社会福祉法人　しみんふくし滋賀

拠点区分 保育の家　北野

その他の固定資産（有形固定資産）

9,000,00024,783,0001,276,4964,476,9787,723,50420,306,02200413,9991,451,994008,137,50321,758,016　建物

01,072,0930254,9100817,18300092,952000910,135　構築物

1,130,9882,224,888400,5371,437,887730,451787,00100157,541379,552755,200755,200132,792411,353　器具及び備品

10,130,98828,079,9811,677,0336,169,7758,453,95521,910,20600571,5401,924,498755,200755,2008,270,29523,079,504その他の固定資産（有形固定資産）計

その他の固定資産（無形固定資産）

0330,0000203,5000126,50000066,000000192,500　ソフトウエア

0330,0000203,5000126,50000066,000000192,500その他の固定資産（無形固定資産）計

10,130,98828,409,9811,677,0336,373,2758,453,95522,036,70600571,5401,990,498755,200755,2008,270,29523,272,004その他の固定資産計

10,130,98828,409,9811,677,0336,373,2758,453,95522,036,70600571,5401,990,498755,200755,2008,270,29523,272,004基本財産及びその他の固定資産計

00000将来入金予定の償還補助金の額

8,453,95522,036,70600571,5401,990,498755,200755,2008,270,29523,272,004差　　　　　引

（注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
　　　  ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の
　　　  「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と
　　　  一致することが確認できる。

　　　2.「当期増加額」には、減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

－ 1 －

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(Ａ) 当期増加額(Ｂ) 当期減価償却額(Ｃ) 当期減少額(Ｄ)
(Ｅ=Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ)
期末帳簿価額

減価償却累計額(Ｆ) 期末取得原価(Ｇ=Ｅ+Ｆ)
摘要

（単位：円）

別紙３(⑧)

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

84/149

84/149



別紙３(⑨)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

拠点区分 保育の家 竹が丘 

（単位：円）

目的使用

5,682,947

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

5,682,947 0

( 0) ( 0)

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引当金明細書
（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

科目 期首残高 期末残高 摘要
当期減少額

4,239,084

当期増加額

4,239,084

その他

5,682,947

5,682,947

0

0

4,239,084

4,239,084

賞与引当金

計
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

拠点区分 法人本部

（単位：円）

目的使用

1,306,668

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1,306,668 0

( 0) ( 0)

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引当金明細書
（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

0

賞与引当金 1,334,792 1,334,792 1,306,668

計 1,334,792 1,334,792 1,306,668

0

86/149
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

拠点区分 老人居宅介護等

（単位：円）

目的使用

8,637,180

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

8,637,180 0

( 0) ( 0)

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引当金明細書
（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

0

賞与引当金 8,416,339 8,416,339 8,637,180

計 8,416,339 8,416,339 8,637,180

0
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87/149



別紙３(⑨)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

拠点区分 保育の家 北野

（単位：円）

目的使用

1,099,584

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1,099,584 0

( 0) ( 0)

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引当金明細書
（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

0

賞与引当金 792,752 792,752 1,099,584

計 792,752 792,752 1,099,584

0
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88/149



89/149

89/149



90/149

90/149



91/149

91/149



92/149

92/149



93/149

93/149



94/149

94/149



95/149

95/149



96/149

96/149



97/149

97/149



98/149

98/149



99/149

99/149



100/149

100/149



101/149

101/149



102/149

102/149



103/149

103/149



104/149

104/149



105/149

105/149



106/149

106/149



107/149

107/149



108/149

108/149



109/149

109/149



110/149

110/149



111/149

111/149



112/149

112/149



113/149

113/149



114/149

114/149



115/149

115/149



116/149

116/149



117/149

117/149



118/149

118/149



119/149

119/149



120/149

120/149



121/149

121/149



122/149

122/149



123/149

123/149



124/149

124/149



125/149

125/149



126/149

126/149



127/149

127/149



128/149

128/149



129/149

129/149



130/149

130/149



131/149

131/149



132/149

132/149



133/149

133/149



134/149

134/149



135/149

135/149



136/149

136/149



137/149

137/149



138/149

138/149



139/149

139/149



140/149

140/149



141/149

141/149



142/149

142/149



143/149

143/149



別紙３(⑫)

社会福祉法人名 社会福祉法人 しみんふくし滋賀

拠点区分 保育の家 竹が丘 

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘  要

人件費積立金 16,061,883 11,271 16,073,154

保育所施設・設備整備積立金 50,510,216 3,036,577 53,546,793

修繕積立金 41,000,000 41,000,000

備品等購入積立金 2,000,000 2,000,000

0

計 109,572,099 3,047,848 0 112,619,947

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘  要

人件費積立資産 16,061,883 11,271 16,073,154

保育所設備・設備整備積立資産 50,510,216 3,036,577 53,546,793

修繕積立資産 41,000,000 41,000,000

備品等購入積立資産 2,000,000 2,000,000

0

計 109,572,099 3,047,848 0 112,619,947

（注）

１．積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

２．退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期

　預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

積立金・積立資産明細書
（自）　令和   07年   04月   01日　　（至）　令和   08年   03月   31日

144/149
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別紙４

(単位：円)

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

現金預金 － － － 114,192,434

現金 小口現金 － － － 160,251

普通預金 関西みらい銀行 竹が丘 416－ － － 5,573,115

関西みらい銀行 本部 320 － － － 1,201,449

関西みらい銀行 介護 702 － － － 71,977,154

関西みらい銀行 介護 549 － － － 388,510

関西みらい銀行 介護 067 － － － 3,074,712

滋賀銀行 八幡 竹が丘 232－ － － 766,208

滋賀銀行 八幡 北野 873 － － － 18,788,225

滋賀銀行 野洲 介護 845 － － － 7,244

滋賀銀行 野洲 介護 297 － － － 3,045,569

滋賀銀行 八幡 本部 047 － － － 61,254

滋賀銀行 八幡 もりのこ 710－ － － 5,248,628

滋賀中央信用 竹が丘 1727 － － － 14,061

滋賀中央信用 介護 521812 － － － 10,215

ゆうちょ銀行 本部 971 － － － 1,672

ゆうちょ銀行 介護 147762 － － － 3,863,556

114,021,572

定期預金 滋賀銀行 八幡支店 462 － － － 10,611

10,611

財産目録
令和 8年 3月31日現在

Ⅰ  資産の部

1 流動資産

小計

小計
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事業未収金 国保・利用者未収金 － － － 72,177,795

未収金 事業・拠点区分間繰入金収入 － － － 84,237,100

未収補助金 運営補助金「保育費運営補助金」ほか － － － 1,219,070

貯蔵品 介護用品・住宅改修部材 － － － 757,473

立替金 事務用品等 － － － 643,298

前払費用 地代家賃ほか － － － 1,734,920

仮払金 弁護士への支払いほか － － － 503,006

275,465,096

土地 (老人居宅介護等)滋賀県大津市仰木の里東八丁目字後谷6265-2 － 第２種社会福祉事業である、通所介護施設等に使用している － － 17,249,565

(老人居宅介護等)滋賀県近江八幡市出町120-1・121-2・126-7－ 第２種社会福祉事業である、共同生活援助施設に使用している － － 15,287,521

32,537,086

建物 － 125,481,729

建物 (保育の家 竹が丘)滋賀県野洲市竹ヶ丘４番１８号 2015年度 第２種社会福祉事業である、保育所施設に使用している 191,143,314 99,039,783 92,103,531

(保育の家 竹が丘)滋賀県野洲市竹ヶ丘４番１８号 2016年度 第２種社会福祉事業である、保育所施設に使用している 2,921,400 1,253,525 1,667,875

(老人居宅介護等)滋賀県近江八幡市出町120-1・121-2・126-72017年度 第２種社会福祉事業である、共同生活援助施設に使用している 36,133,754 19,595,574 16,538,180

(老人居宅介護等)滋賀県大津市仰木の里東八丁目字後谷6265-2 2017年度 第２種社会福祉事業である、通所介護施設等に使用している 30,583,687 16,204,790 14,378,897

(老人居宅介護等)滋賀県近江八幡市出町120-1・121-2・126-72018年度 第２種社会福祉事業である、共同生活援助施設に使用している 129,600 128,250 1,350

124,689,833

建物附属設備 (保育の家 竹が丘)滋賀県野洲市竹ヶ丘４番１８号 2020年度 第２種社会福祉事業である、保育所施設に使用している 908,600 278,463 630,137

(保育の家 竹が丘)滋賀県野洲市竹ヶ丘４番１８号 2021年度 第２種社会福祉事業である、保育所施設に使用している 224,400 62,641 161,759

791,896

定期預金 － － － 10,000,000

168,018,815

流動資産合計

2 固定資産

(1) 基本財産

小計

小計

小計

基本財産合計
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建物 － 29,206,064

建物 (保育の家 竹が丘)滋賀県野洲市竹ヶ丘４番１８号 2018年度 第２種社会福祉事業である、保育所施設に使用している 1,058,400 749,700 308,700

(保育の家 竹が丘)滋賀県野洲市竹ヶ丘４番１８号 2025年度 第２種社会福祉事業である、保育所施設に使用している 1,540,000 79,053 1,460,947

(法人本部)滋賀県近江八幡市永原町上122017年度 第２種社会福祉事業である、法人本部に使用している 5,880,798 3,853,487 2,027,311

(老人居宅介護等)滋賀県近江八幡市博労町上１ 2017年度 第２種社会福祉事業である、小規模多機能型居宅介護施設に使用してい 18,392,119 14,190,829 4,201,290

(老人居宅介護等)滋賀県野洲市小篠原1111-1 ﾛｲﾔﾙｺｰﾎﾟﾔｽ103 2017年度 第２種社会福祉事業である、老人居宅介護等施設に使用している 325,888 325,886 2

(老人居宅介護等)滋賀県大津市柳川二丁目１１－２５ 2020年度 第２種社会福祉事業である、通所介護施設等に使用している 524,101 283,887 240,214

(保育の家 北野)滋賀県野洲市北野一丁目２２－１７ 2022年度 第２種社会福祉事業である、保育所施設に使用している 9,759,583 1,384,231 8,375,352

16,613,816

建物附属設備 (老人居宅介護等)滋賀県近江八幡市博労町上１ 2023年度 第２種社会福祉事業である、小規模多機能型居宅介護施設に使用してい 768,900 107,322 661,578

(保育の家 北野)滋賀県野洲市北野一丁目２２－１７ 2022年度 第２種社会福祉事業である、保育所施設に使用している 15,023,417 3,092,747 11,930,670

12,592,248

構築物 保育の家竹が丘  アスファルト舗装 他28件 － 35,739,153 28,884,773 6,854,380

6,854,380

機械及び装置 保育の家竹が丘  太陽光設備工事 － 8,089,363 7,556,360 533,003

533,003

車輌運搬具 ｽｽﾞｷ ｴﾌﾞﾘｨ 滋賀880あ2066  材久 － 1,930,000 1,929,999 1

その他 － 1,722,000

1,722,001

器具及び備品 保育の家竹が丘折畳式おでかけ兼用避難車 他68件 － 17,884,707 13,516,891 4,367,816

その他 － 772,264

5,140,080

有形リース資産 ＮＩＳＳＡＮ セレナ 8069  仰木台 他2件 － 7,351,440 2,083,306 5,268,134

その他 － △1,722,000

3,546,134

権利 水道施設利用権  出町 － 321,090 255,666 65,424

65,424

ソフトウェア 保育の家竹が丘 総合保育業務支援ソフト 他27件 － 3,707,240 3,083,448 623,792

623,792

(2) その他の固定資産

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計
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無形リース資産 ほのぼのNEXT 本部 他10件 － 15,836,040 13,955,040 1,881,000

1,881,000

人件費積立資産（保育） － － － 16,073,154

修繕積立資産（保育） － － － 41,000,000

備品等購入積立資産（保育） － － － 2,000,000

保育所施設・設備整備積立資産 － － － 53,546,793

預け金 リサイクル料金 － － － 8,400

差入保証金 ㈲ヤスライフほか － － － 3,930,000

長期前払費用 火災保険 － － － 174,840

その他の固定資産 出資金 － 200,200

166,505,265

334,524,080

609,989,176

事業未払金 従業員賃金、介護交付金、障害助成金ほか － － － 57,206,673

その他の未払金 事業・拠点区分間繰入金支出ほか － － － 67,940,430

１年以内返済予定設備資金借入金 滋賀中央信用金庫 八幡支店 － － － 3,660,000

１年以内返済予定長期運営資金借入金 滋賀中央信用金庫 八幡支店 － － － 3,785,000

１年以内返済予定リース債務 三菱電機フィナンシャルソリューションズ㈱ほか － － － 2,794,200

職員預り金 ３月分源泉所得税ほか － － － 987,994

賞与引当金 － － － 16,726,379

未払消費税等 近江八幡税務署 － － － 2,440,700

155,541,376

設備資金借入金 滋賀中央信用金庫 八幡支店 － － － 56,934,000

リース債務 三菱電機フィナンシャルソリューションズ㈱ほか － － － 6,133,350

63,067,350

218,608,726

391,380,450

小計

その他の固定資産合計

2 固定負債

固定負債合計

負債合計

差引純資産

固定資産合計

資産合計

Ⅱ  負債の部

1 流動負債

流動負債合計
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